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登壇 

 

司会：皆様、⼤変お待たせいたしました。定刻となりましたので、ただいまより、⼈・夢・技術グ
ループ株式会社 2026 年 9 ⽉期第 2 四半期決算説明会を開催いたします。本⽇はご多忙の中、ご参
加いただき、誠にありがとうございます。 

本⽇の会社側出席者をご紹介いたします。皆様より向かって左側より、代表取締役社⻑の野本昌弘
でございます。続きまして、取締役副社⻑、塩釜浩之でございます。続きまして、取締役副社⻑、
野村英雄でございます。 

本⽇の進⾏でございますが、初めに社⻑の野本から、続いて塩釜、最後に野村からのご説明のあと
に質疑応答とさせていただきます。質疑応答は、会場でご参加の⽅は挙⼿をしていただき、司会者
より指名させていただきます。 

Zoom でご参加の⽅は、コントロールパネルの QA 機能よりテキスト形式にてご⼊⼒ください。頂
戴したご質問を読み上げ、回答させていただきます。お時間の関係上、全てのご質問にお答えでき
ない場合もございますことをあらかじめご了承ください。 

また、本⽇の説明資料につきまして、会場参加の⽅にはお⼿元に説明会資料、決算短信などのほ
か、アンケート⽤紙をお配りしております。Zoom 参加の⽅は画⾯共有する資料、または、当社ホ
ームページの決算説明会ページに掲載した資料をご覧いただくこともできます。 

ウェビナー終了後は、アンケート画⾯に移ります。アンケートは今後の IR 活動の参考とさせてい
ただきますので、ぜひともご協⼒のほどよろしくお願いいたします。 

Zoom 参加の⽅におかれましては、チャット機能は使えませんので、お困りごとがございましたら
QA 機能にてお知らせください。本⽇の説明会の終了予定時刻は 18 時となっております。それで
は説明に移らせていただきます。野本社⻑、よろしくお願いいたします。 
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野本：あらためまして、皆さんこんにちは。お忙しい中、この中間決算説明会にお集まりいただき
ましてありがとうございました。また⽇頃からグループの事業活動にご⽀援ご理解いただきまして
感謝申し上げます。 

まず、この 2026 年 9 ⽉期の中間決算に当たりまして、この位置づけを説明させていただきたいと
思います。 

⻑⼤グループ時代に「⻑期経営ビジョン 2030」を計画いたしました。今の時代の変化が⾮常に激
しいということで、中期計画を 3 年ごと 4 回に分割して、その時代に即した形で⾒直しをかけると
いうことで、昨年 2025 年 9 ⽉期で中期計画の第 2 フェーズまでが終了いたしました。本年、第 3
フェーズの 1 年⽬がスタートしたところで、この第 3 フェーズの中期計画は下にございますよう
に、売上⾼ 487 億をはじめとする数値⽬標に向かって取り組んでいるところでございます。 
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この中期計画を⽴案するに当たりまして、グループ全体でありたい姿というものを共有してまいり
ました。われわれはコンサルタントですので、社員 1 ⼈ 1 ⼈の個のチカラ、個の成⻑が⾮常に重要
となってきます。それを軸に会社として、DEI&B をしっかりと根づかせること、あるいは会社と
してしっかりと⽀援することで、⾼度な技術と最良のサービスによって、持続可能な社会に向けて
貢献する。そういった⽬標をみんなで共有し、社員ならびに会社も持続的な成⻑を続けるというこ
とです。 

それに併せまして、右端にございますように、今期の初めに『「もっといい」の、その先へ』とい
うブランディングメッセージを作りました。この思いをみんなでしっかりと共有するとともに、社
内にしっかりと根づかせて、その思いを⼀つに持ってこの中計を乗り切っていきたいと考えており
ます。 
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まずこの中期経営計画「持続成⻑プラン 2028」と呼んでおります⽅針ですけれども、先ほど申し
上げましたように、個のチカラ、個の成⻑というのが⾮常に重要になってくるので、「礎である
『個』のチカラの最⼤化による確かな成⻑」を基本⽅針にしまして、五つの事業軸と四つの横断戦
略によって今、事業を推進しているところです。 

この事業軸につきましては、まず事業軸Ⅰとして国⼟計画、国⼟基盤あるいは保全といったものを
推進しているところです。メンテナンスの時代に⼊りましたので、維持管理というのが⾮常に重要
になってきます。そこを今しっかりと注⼒しているところでございます。 

事業軸Ⅱにつきましては環境エネルギー分野で、当社、道路でスタートしておりますため道路関連
事業は強いのですけれど、それ以外のところはまだまだ取り組む余地があると考えており、河川環
境ですとかあるいは⺠間の環境といったものにもしっかりと注⼒していくと。事業軸Ⅲにつきまし
ては、2〜3 年前からスタートしたスマートシティ事業というのが軌道に乗り始めました。それを
全国の⾃治体にどんどん広げていきたいと。海外につきましてはここ数年、なかなか伸び悩んでい
ましたが、今期に⼊り、しっかりと⼤きな案件が受注できるようになりました。これを機に、海外
事業の安定化を図っていきたいと考えております。 

新規分野につきましては、今いろんなことに取り組んでおりますけれども、それを事業化に向けて
推進しています。こうした五つの事業と横断軸につきましては特に DX です。昨年から DX 推進会
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議というものを設けて、AI を含めた DX を推進しております。それによって少しでも⽣産性向上を
図っていき、下にありますような業績⽬標に向かって今、邁進しているところでございます。 

 

業績⽬標ですけれども、受注⾼、売上⾼、営業利益ともこの中間期の決算では前期の中間期を上回
るような結果になっております。 
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細かい数字はグラフを先ほど⾒ていただきましたけれども、売上⾼につきましては約 4%の前年⽐
増と。利益につきましては、全てについて 1.5 倍程度の利益増になっております。ただ、上期は⾮
常に好調でしたが、下期につきましては、まだまだ公共事業の予測というのが⽴たない状況ですの
で、配当については現状では計画から変更がございません。 

この中期の業務進捗状況ですけれども、三つほど挙げさせていただいております。⼀つ⽬が基幹事
業である、我々が最も得意とする構造分野での維持管理ですが、⻑崎県から包括管理業務というの
が出まして、国内初の PFI を活⽤した業務になる「⻑崎県⻑⼤橋維持管理業務」の最優秀提案者に
選定されました。 

契約はこれからになりますけれども、⻑崎県のみならず全国の⾃治体が注⽬している案件ですの
で、しっかりとロールモデルになるような形で取り組んでいきたいと思っております。 

海外事業につきましては、フィリピン、バングラデシュ、インドネシア、こういったところで本当
に⼤きな案件を久しぶりに受注することができました。これによりまして、各国に技術者を⻑期に
わたり派遣することになりますが、その間にそれぞれの国において、新たな事業をしっかりと受注
できるような対策を⾏い、受注が継続して海外の安定につながるように取り組んでいきたいと思っ
ております。 
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それから、最後になりますけれども、今期の⽬標として、グループ連携というのをしっかりと掲げ
ております。サステナブルな経営ができるように、グループ全体で連携を取りながら拡⼤を図って
いきたいと思います。 

それに合わせて今、DEI&B ならびに健康経営を当グループでうたっております。その⼀つとし
て、⼥性の健康経営アワードというものの「推進賞」を昨年、⼈・夢・技術グループで受賞しまし
たけれども、今年も⻑⼤で新たに「推進賞」を受賞するということで 2 年連続受賞が決まりまし
た。 

最初に、個の成⻑、個の⼒が⼤事だと話しましたけれども、⼀⼈ひとりの健康が⾮常に⼤事になっ
てきますので、これもしっかりと重視しながら取り組んでいきたいと思います。 

上期は、良い成果で終えることができました。下期はさらに上乗せができるよう、全員でしっかり
と取り組んでいきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

このあと詳細な話をお話します。限られた時間ではございますが、最後までよろしくお願いいたし
ます。私からは以上です。 
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塩釜：では、続きまして塩釜から中間決算ハイライトにつきまして報告させていただきます。 

まず、決算短信で報告させていただいております、26 年 9 ⽉期の中間実績でございます。受注で
224.4 億、前年同期に⽐べて、プラス 16.8%、売上⾼で約 248 億。同じくプラス 4.1%、営業利益
で 36 億です。同じくプラス 47.9%。営業利益率は 14.5%で、プラス 4.3%です。 

経常利益で 37.1 億、前年同期に⽐べてプラス 50.7%。親会社株主に帰属する中間純利益は、約 24
億でございます。同じくプラス 53.4%ということで、先ほど野本からもあったとおり、受注も売り
上げも好調で、特に営業利益が⽴ったということです。 
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これは、前期、前中計それから前々期中計の推移を⽰しております。ご覧のとおり、受注⾼・売上
⾼ともに第 1 フェーズ、第 2 フェーズともに右肩上がりで伸⻑してまいりました。 

営業利益は第 1 中計の好調に対しまして第 2 中計で下がってきている。これはこれまで何回も報告
させていただきました、将来に向けた投資として⼈的投資、事業投資、IT、DX 投資、その辺りを
積極的に進めたました関係で、相対的に営業利益が圧縮されたということです。 

それに対しまして、前期の 25 年 9 ⽉期からプラスに転じまして、26 年 9 ⽉期の今回の中間期とな
っております。36 億になりました。 
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これは、前期 25 年 9 ⽉期の最終営業利益に対してどこに増減があって今現在に⾄るかという要因
でございます。25 年 9 ⽉期、24.3 億に対しまして、①のところ、前期からの受注、それに伴い売
り上げが⾮常に順調でありました。その売り上げの伸⻑に加えて、業務効率化が進んだことに伴う
利益が、約 12 億でございます。 

そしてこの②番は、研究開発投資です。これは前期からほぼ変わっておらず、プラス 3,000 万。隣
の③も同じです。⼈的投資も、マイナスとなっておりますけれども、使っているお⾦は、ほぼ前期
並みということです。結局は売り上げ増加と利益率向上の①の分が⼤きく寄与した結果、36 億と
いうこととなっております。 
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これセグメント別に整理しております。コンサルタント事業、サービスプロバイダー事業、プロダ
クト事業の三つの事業を持っておりますが、弊社グループはコンサルタント事業が主⼒でございま
す。 

ご覧のとおり、全体的に受注、売上総利益、粗利まではほぼ同じ傾向で、前年同期よりプラスに転
じております。真ん中のサービスプロバイダーの売り上げが、前期に⽐べて減っておりますが、こ
の差は、中間期の 3 ⽉で売り上げたか売り上げてないかというところから来る 1.8 億の差ですの
で、⼤きな影響はないと⾒ております。売り上げのタイミングが年度末だったか、翌に繰り越した
という期ずれが理由です。全体の好調さはここでも⾒て取れるかなと思います。 
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これはバランスシートです。それぞれ⾒ていきますと、これは 2025 年 9 ⽉期の着地の数字からの
変化です。この右の増減では、まず、資産合計がプラス 112 億ということです。 

右側のコメントに書いていますが、流動資産が⾮常に増えました。これは完成業務未収⼊⾦および
契約資産が増加したことに起因します。先ほどから申し上げていますとおり、受注が増えた分、業
務の受注活動が活発になり増えたということになります。現⾦預⾦の増加も同じです。 

それから固定資産。細かいところで前期から今期に⼊って、繰延税⾦資産が若⼲減少したというこ
とと、保険積⽴⾦の減少があったということで、マイナス 4 億。ここはほぼ 2025 年 9 ⽉期から変
化はなく、主には総資産として流動資産が増えました。 

その下の負債の部分でございますが、90.6 億増えております。これは上の増えた分の現⾦預⾦の
部分、短期借⼊⾦の増加による影響ということです。事業活動活発化に伴い、短期の借⼊⾦が⼀旦
ここでは増えております。 

そして、固定負債、社債の発⾏です。これは脱炭素推進のための社債を⼤⼿銀⾏から調達した分が
増えているということとなります。 

最後、それに伴って純資産は利益剰余⾦が純粋に増えましたので、プラス約 21.5 億ということで
ございます。 
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これはキャッシュ・フローです。営業キャッシュ・フローは、マイナス 50 億になりました。それ
ぞれ右にコメント書いてありますとおり、⼤きなところでは⼆つ⽬、売上債権の増加が増え、84
億増加しました。 

その上の税⾦等調整前中間純利益は 36 億に増えていますが、それ以上に債権が増えた関係で、実
績はマイナス 50 億になっています。全体としては前期中間実績とほぼ同じです。細かいところは
資料をご覧ください。 

投資キャッシュ・フローは、この段階ではマイナス 8,700 万となり、あまり⼤きなものではありま
せん。有形固定資産の取得や、無形固定資産の取得でなどのソフトの取得がありました。 

最後は財務キャッシュ・フロー。ここは短期借⼊⾦が 76 億ありましたが、ほぼ前期と同じような
状況でございます。 
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これは⾃⼰資本⽐率です。26 年 9 ⽉に中間の総資産と純資産を⽰しています。純資産は前期に⽐
べて増えております。総資産も先ほどのとおり、事業活動の活発化によって短期借⼊⾦等が増えた
ため、⾃⼰資本⽐率 43.9%となりましたが、ほぼ前期並みになっています。 
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今期の業績予想は、結論から申しますと、営業利益が 36 億と⾮常に好調でした。この中でなぜ着
地は変えないのかと思われるかと思います。これは期の関係で、弊社の下期（4〜9 ⽉）は官公庁
の発注年度では新たな令和 8 年度となります。私達でいう上期（10〜3 ⽉）に関しては⾮常に好調
でしたが、私達の下期、つまり発注年度である令和 8 年度はスタートしたところでございます。依
然として国⼟交通⾏政、事業費、順調に推移しておるものの、受注が取れるか取れないかを⾒定め
ている最中でございます。今のところ 4 ⽉は順調には進んでおりますが、令和 8 年度の発注動向を
もう少し慎重に⾒定める必要があるということで、現時点では通期予想は据え置きさせていただい
ております。 

ただし、これだけ上期が好調に進捗しましたので、3Q からは数字をしっかりと⾒定めて、必要で
あれば積極的に開⽰し、報告させていただきたいと考えております。 
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株主還元につきましては、期⾸と同じです。1 株当たり配当 60 円、もしくは配当性向 35%の⾼い
⽅を⽬安としています。 

これも先ほどのとおり、最終的に着地を検討していく上で変わってくるものかなと思っておりま
す。 

以上が数値の報告でございまして、このあと中計「持続成⻑プラン 2028」の進捗について簡単に
報告させていただきます。 
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当社の事業を取り巻く環境をあらためて整理しました。左側が国交省の公共事業関係費の推移で
す。左の図の右側について、オレンジ⾊の部分が前年度までに終わった、防災・減災、国⼟強靱化
のための 5 カ年計画関連で、予算が追加されて堅実に推移しました。 

ご存知のとおり昨年、新たな第 1 次国⼟強靱化中期計画が国交省で策定されました。5 年間で約
20 兆円が新たに追加されてきますので、そういう意味では国交省関係、事業関係費は順調に推移
しているということとなります。 

そういう意味では、公共事業関係費は⼤きく増えていくわけではございませんが、今のところ安定
的に推移していると⾒ております。 
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これは、第 1 次国⼟強靱化中期計画の実施⽅策です。それに対して、この図の右側は当社の事業分
野として⾊々な項⽬が出されておりますが、この 2 つはほとんど全て、私達が実施している、また
は実施しようとしている事業と重なっております。ですからしっかりとこの部分を受注して、事業
を売り上げにつなげていきたいと考えております。 
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あらためて事業軸Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、それから海外というところで、⽅向性をざっくり⽰したものでござ
います。 

事業軸Ⅰ、これは国⼟基盤整備保全ということで、基幹事業ですので⼀番⼒を⼊れているところで
す。冒頭に野本のほうからありましたとおり、⻑崎県の「⻑⼤橋維持管理業務」も最優秀提案者に
選定されました。今後こういった案件は間違いなく増えてまいります。その先駆けとしてよいスタ
ートが切れたと思っております。 

Ⅱの環境新エネルギー、これも例えば、ハイブリッドダムの様々な検討、設計を⾏う業務を受注し
ております。こういったものもこれから進んでいきます。 

Ⅲの地域創⽣も、先ほど説明がありましたスマートシティ事業。⻑⼤が中⼼に取り組んでおり、都
市の総合計画ですとかマスタープランといった、都市計画の上流の部分を⾮常に多く受注できるよ
うになってまいりました。 

全てのいろんな地域、地⽅⾃治体の計画というのがここに詰まっておりますので、その上流側の業
務を受注しながら、中流・下流にかけて裾野を広げていき、そしてグループ全体に広げたいという
ことで進めております。 
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それから海外。後ほど野村から説明しますが、海外でも⼤型案件、⻑⼤ではインドネシアやフィリ
ピンで業務を受注できております。基礎地盤コンサルタンツも同様で、⼤型案件を⽪切りに再度、
アジア地域、海外展開を進めていきたいと思っております。 

 

⼈・夢・技術グループの事業活動の社会への浸透ということで、基礎地盤コンサルタンツでは、⼥
川原⼦⼒発電所の防潮堤かさ上げ⼯事ですとか、⻑⼤では⽔循環型ソリューション、この辺りが評
価されましたので紹介いたします。 
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私たちグループは、サステナビリティ経営にこれまでも、これからも⼒を⼊れていきます。これら
はその⼀例です。左側は、海外の優秀な⼈材をどんどん国内に呼び、共に成⻑していこうというプ
ロジェクトがスタートしております。 

右側は、当社が受賞した公益社団法⼈⼥性の健康とメノポーズ協会が主催する「⼥性の健康アワー
ド®」で、今期は⻑⼤が「推進賞」を受賞しました。錚々たる企業が受賞している中で、私達もそ
こに仲間⼊りして、グループが 2 年連続で、こういった賞を受賞できたというところです。 
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次に、カーボンニュートラルとガバナンス向上です。これは引き続き積極的に取り組んでいるとこ
ろでございます。 

左上が、イギリスの NGO である CDP から毎年評価いただいているもので、24 年が B マイナス、
25 年が C ということでした。⼀旦 1 つランク下がりはしましたが、引き続き積極的に⾏ってまい
ります。改めてまた 26 年の結果を楽しみにしておりますが、私たちはそこを B マイナス、B、そ
して A ランクへと様に⽬標を上げて進めていきたいと考えております。 

それから今期から「持続成⻑プラン 2028」が始まっています。これはグループ全体で意識を合わ
せてやっていきましょうということで進めております。 
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続いて DX 関係です。要するに DX、IT 化を取り⼊れて事業をどんどん進捗していることの紹介で
す。新規分野も IT なしでは進めませんので、そこを積極的に取り⼊れながら進めております。 
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こちらは、私から最後になりますがキャッシュアロケーションということで、この中期計画のスタ
ートのときにも簡単に説明しましたが、やはり成⻑に向けては、稼いだ⾦をしっかり利益に回す分
と、今後の成⻑に投資していくという部分をしっかり定めております。 

あくまで計画の段階ですが、この 3 年間で 120 億ほど使っていきたいと計画しております。 

それからその下の M&A 投資 30 億程度、これらは元々想定しているものですが、当然ながら、し
っかり利益とのバランスも⾒つつ、投資先を吟味して投資し、将来の成⻑につなげていきたい。 

今回その効果が少しずつ出てきております。業務の効率化など、⼈的な部分であったり DX であっ
たり、新事業では成⻑投資。その辺りは、現在の中計、それから最終中計に向けてしっかりと刈り
取りができるように、バランスを考えてお⾦を使っていきたいと思っております。 

以上、私のパートはここまでです。最後に、野村から事業トピックスを説明させていただきます。 
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野村：それでは、私から上半期に取り組みました事業トピックスについて説明いたします。 

事業トピックスといたしましては、事業軸Ⅰ、Ⅱ、Ⅲおよび海外連携それから IT、DX を含めて
14 のトピックスがございますが、時間の関係もございますのでかいつまんで説明させていただき
たいと思います。 
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まず事業軸Ⅰ、国⼟基盤整備・保全分野でございます。⻑⼤は国内初の PFI 法に基づく特定事業で
あります、「⻑崎県⻑⼤橋維持管理業務」の最優秀提案者に選定されました。ここにあります、重
点維持管理橋であります 7 橋のうち、⾚で囲っております⼤島⼤橋と伊王島⼤橋、この 2 橋を 5
年間にわたって維持管理する第 1 期事業の最終提案者に選定されております。 

⻑崎県は、国内初の PFI 法に基づく特定事業として公募型プロポーザル⽅式で発注いたしました。
この事業は、マネジメント維持、補修、点検診断、詳細調査、補修設計、修繕⼯事および⼯事監理
を包括的に実施するものでございまして、⾼度の予防保全とライフサイクルコストの縮減による⻑
期共⽤を⽬的とするものでございます。 
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4 つ⽬です。能登半島地震の被災を教訓にいたしまして、基礎地盤コンサルタンツは広島空港の地
盤調査を⾏いました。能登半島地震での滑⾛路損壊を踏まえまして、国内最⼤級の盛⼟を持つ広島
空港におきまして、地盤調査を実施いたしました。 

この写真が、左側が広島空港のエプロン、右側が実際に⼟質調査を⾏っているところでございま
す。使⽤中の空港でございますので、⾶⾏機の発着がない夜間にこういった調査を⾏っておりま
す。こういった広島空港での調査を実施いたしまして、地震時の被害予測やメカニズム検証に不可
⽋な⼟質データを提供して、空港の耐震性を評価しております。 

当社が持ちます⾼度な地盤解析技術を活⽤しまして、⼤規模な盛⼟構造物に対する緻密な被害想定
を可能にいたしました。災害時におきます防災拠点の機能の喪失を防ぐために、⼈命や重要なイン
フラを守るための基盤の整備に貢献しております。 

当社の知⾒をこういった全国の空港や重要施設に展開いたしまして、⼤災害に対するレジリエンス
の向上をリードしていきたいと考えております。 
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⻑⼤テックでございますが、⼤阪市内 17 ヶ所のアンダーパスの点検を⾏っております。この写真
は⾼所作業⾞でこういった地下道の点検を⾏っているところでございます。 

道路施設全般の点検および健全性診断を⾏います同社は、⼤阪市が予防保全の対象としております
アンダーパス・地下道の 45 カ所のうち 17 カ所の詳細点検を実施いたしました。そしてその結果
を踏まえて、健全性の評価を⾏っております。 

国内のアンダーパスや地下道は、⾼度経済成⻑期以降に集中的に建設されまして、現在その 4 割が
建設後 50 年を迎えております。30 年後にはその割合が 8 割に到達するといわれておりまして、対
策を講ずべきインフラの⼀つでございます。 

⾞両や歩⾏者への安全安⼼を確保するため、アンダーパス、地下道を適切に維持管理してまいりま
す。 
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事業軸Ⅱ、環境・新エネルギー分野でございます。⻑⼤は、野村ダム新⽔⼒発電所を設置・運営事
業の事業者候補者として、ハイブリッドダムに挑戦してまいります。野村ダム新⽔⼒発電所設置・
運営事業を通じて、地域と連携した持続可能エネルギーの活⽤の新たなモデル作りに挑戦するもの
でございます。 

この事業は本来、治⽔・利⽔ダムとして作られました野村ダムに対しまして、未利⽤の保有⽔を活
⽤した再⽣可能エネルギー発電を⾏い、地域振興など複数の機能を組み合わせたハイブリッドダム
にするものでございます。発電規模は 997kw、2028 年の着⼯、2030 年の運転開始を⽬指してお
ります。 

⽔⼒発電はカーボンニュートラルを実現するために重要な電源でございます。ダム周辺と連携する
ことで、地元産業や雇⽤の創出にも寄与することができます。この事業はそのモデルケースでござ
いまして、持続可能な社会の実現に向けた重要な⼀歩でございます。 
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8 番までお願いいたします。事業軸Ⅲ、地域創⽣分野でございます。 

ピーシーレールウェイコンサルタントは、地域振興のための産業団地の、整地実施設計を担当して
おります。栃⽊県企業局が⾜利市に整備するあしかが久保⽥産業団地の整地設計、軟弱地盤解析、
擁壁⼯設計、地盤改良設計、公園設計、消防⽔利設計および開発許可申請などを総合的にコンサル
ティングしております。 

設計に当たりましては道路、河川、上下⽔道等のこれまで培ったインフラ技術を活⽤しておりま
す。1 級河川渡良瀬川⽀流の上側による浸⽔被害低減と盛⼟による圧密沈下が周辺施設に及ぼす影
響を評価いたしまして、最適案を提案したものでございます。 
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海外連携展開領域でございます。⻑⼤は東南アジア最⼤のパターン-カビテ連絡橋建設事業の施⼯
管理を受注いたしました。 

ユーシン・エンジニアリングを幹事とします共同企業体を組成いたしまして、フィリピン共和国が
進めます国家プロジェクト、パターン-カビテ連絡橋の施⼯管理をフィリピン国公共事業道路省か
ら受注いたしました。 

これは、マニラ⾸都圏の渋滞緩和を⽬的に、マニラ湾に架橋するこのプロジェクトでございまし
て、全⻑ 30 キロのうち約 8 割が橋梁となります、東南アジア最⼤の海上橋梁を建設しようとする
ものでございます。 

最⼤ 50m 超の⽔深がある海上かつ⻑距離という条件下におきまして、⾼度な技術⼒が求められる
プロジェクトでございます。 
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基礎地盤コンサルタンツはバングラデシュのマタバリ港におきまして、開発事業の地盤調査、地盤
改良設計を受注しております。五洋建設それから東亜建設⼯業の共同企業体からコンテナおよび⼀
般貨物を扱う多⽬的浸⽔港の建設に伴う地盤調査と地盤改良設計を受注しております。 

この現地のバングラデシュ・コックスバザール県マタバリ地区は広範囲にわたって軟弱地盤が分布
しており、適切な地盤対策が不可⽋でございます。このため同社では、バングラデシュにおける同
地域での経験を⽣かしまして、現地の地盤状況に最適な改良⼯法を提案しております。 
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こちらは IT 化・DX 推進/新事業でございます。基礎地盤コンサルタンツは、東京都の⽔道インフ
ラの定期点検、健全度を把握いたしまして劣化の予測を⾏っております。東京都の⽔道インフラの
維持管理を 2019 年から継続して受注しておりまして、都⺠の安全な暮らしを⽀えております。⽔
道施設の健全度の把握や劣化予測を⾏いまして、適切な補修、更新計画を⽴案するための定期点検
を実施しております。 

ドリル削孔によります中性化の深さの測定など、科学的な根拠に基づきまして、構造物の健全度を
定量的に評価しております。診断には AI を活⽤した画像解析技術を導⼊いたしました。診断が効
率化しただけではなく、精度の向上にもつながっております。 
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ニックスは、⽣産設備保全の⾒積り共有ポータルを構築いたしまして、業務の効率化をサポートし
ております。⽣産設備保全における顧客向けの⾒積り共有ポータルサイトを構築いたしました。同
業務の効率化と標準化を推進するために、保全計画から概算⾒積りのシミュレーション、⾒積り依
頼、⾒積書作成までの⼀連のプロセスを⾃動化しております。 

顧客の業務構造を深く理解いたしまして、要件定義から設計、実装までを担う DX パートナーとし
て、単なるシステム開発にとどまらず業務構造の再設計を実施いたしまして、安全なポータルを構
築いたしました。⼈為的なミスを抑制し、⾒積業務のスピードと精度の向上を実現しております。 

以上で、事業トピックスの説明を終わります。 
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質疑応答 

 

司会 [M]：ご説明ありがとうございました。それでは、これより質疑応答に移らせていただきま
す。会場にお越しの⽅でご質問のある⽅は、挙⼿をお願いいたします。Zoom でご参加の⽅はコン
トロールパネルの Q＆A からご⼊⼒をお願いいたします。 

なお、本説明会では質疑応答部分も含め、全⽂書き起こして公開する予定でいます。したがいまし
て、質問の際に会社名・⽒名を名乗られますと、そのまま公開されますので、匿名を希望される場
合はこの点、ご留意をお願いいたします。Zoom でご参加の⽅につきましては、お名前は読み上げ
ません。 

それでは、会場のほうからご質問のある⽅は挙⼿をお願いいたします。 

トミタ [Q]：東洋経済のトミタでございます。いつもお世話になっております。先ほども多少ご説
明あったのですが、上期の業績が極めて好調に推移されております。 

売り上げもそうですけども、特に営業利益についてだいぶ上振れているという印象があるんです
が、この辺の解説をもう少しお願いできませんでしょうか。 

塩釜 [A]：ご質問ありがとうございます。⼤きなところ、やはり売り上げがあったということと、
今回、特にこの利益率向上が⼤きく寄与しております。売り上げの 9 割以上を占める⻑⼤、基礎地
盤コンサルタンツともに同じ傾向でしたが、原価率が⾮常に好調であったことが⼤きいです。それ
は、ひとえに業務効率化が進んでいるということでございます。 

また、その業務効率化だけではなく、業務の内製化を進めながら業務効率化を進めていった結果、
⾮常に効果が現れたということになります。 

加えて、例年よりも若⼲、国交省など、利益率の⾼い案件を受注できたという背景もありますが、
⼤きくは先ほど⾔ったような理由でございます。 

トミタ [Q]：そうすると、受注⾯での利益率の⾼いものが想定に⽐べて少し増えたということと、
あとは社内的に効率化が進んだというその 2 点により、利益が上振れた背景であると。 

塩釜 [A]：はい、その 2 点になります。 
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トミタ [Q]：あともう 1 点。中東の状況が悪化しています。これに関して先の想定は難しいところ
ではありますけれども、今現在、御社として何か考えられていらっしゃることはございますでしょ
うか。 

塩釜 [A]：⼤きな影響は今のところ出ておりませんが、現地調査を多く⼿掛けている基礎地盤コン
サルタンツでは、例えば現場で使う材料など、⾜元はそれほど影響が出ていないとはいえ、これか
ら出てくる可能性があると思っています。今後、動向を注視し、必要に応じて事前の対応を取りた
いところでございます。 

野本 [A]：塩釜の回答に少し補⾜しますと、先ほど、フィリピン、インドネシアで⼤型案件受注と
申し上げました。恐らく、我々に直接的な影響はないと考えていますが、やはり⼯事に⼊ります
と、資材価格が上がってくる可能性があります。われわれは施⼯管理を受けておりますので、⼯事
の進捗によっては、その影響はゼロではないと思います。ただ、その辺の影響度合いの程度は今は
全く読めない状況ですので、今任された仕事を粛々とやっていくしかないのかなと思っておりま
す。 

トミタ [Q]：⼯事⾃体のコストが上がる懸念とか、あるいは⼯期が収まらなくなるといった点でご
ざいますかね。 

野本 [A]：そうですね。コストが伸びることによって、我々がフィーをしっかりといただけたら、
ほぼリスクはありませんが、その辺の話は今後の状況次第かなと思います。 

トミタ [M]：ありがとうございました。 

司会 [M]：ほかに会場のほうからご質問はございますでしょうか。 

会場からは以上ということですので、Zoom へ移ります。2 点ほどご質問をいただいておりますの
で、こちらから読み上げさせていただきます。 

質問者 [Q]：社債を発⾏しておられますが、発⾏の理由や使い道をどのように考えていらっしゃい
ますでしょうか。 

野本 [A]：今のところ、何に使うかという⽬的を限定はしておりません。例えば受注拡⼤に伴う運
転資⾦ですとか、あるいは設備投資、⼈的投資そういったところに幅広く使っていくということも
考えられますし、ホームページですでに公開はしておりますけれども、⾃社株買いなどにも使うと
いうことも考えられます。 

司会 [M]：ありがとうございます。もう 1 点質問がございます。 
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質問者 [Q]：⼈的資本、それから⼈材確保として、フィリピンのミンダナオ⼤のほうから留学⽣受
け⼊れを開始されているということですが、どのように育成し、いつごろからの活躍を期待されて
いますでしょうか、という質問を受けております。 

野本 [A]：今、4 名の⽅が来⽇をしておりますけれども、来⽇する前にフィリピンの国内で⽇本語
学校に通い、ある⼀定程度までの⽇本語を習得していただきました。ただ、まだまだ実務をやるに
は語学⼒が不⾜しておりますので、さらに⽇本で半年程かけて⽇本語を勉強していただき、その
間、⻑⼤、基礎地盤コンサルタンツなりしっかりとアルバイトを兼ねて実務を経験しながら、語学
を磨いていただく。そしてある⼀定のレベルになった段階で社員として雇⽤しようというように考
えております。 

司会 [M]：ありがとうございます。Zoom からの質問は以上になります。 

それでは、少しお時間に余裕がございますが、質問も出尽くしたようですので、以上をもちまし
て、⼈・夢・技術グループ株式会社 2026 年 9 ⽉期第 2 四半期決算説明会を終了させていただきま
す。 

なお、冒頭でも申し上げましたが、アンケートへのご協⼒をお願いいたします。会場にお越しの⽅
は、会場出⼊⼝にてアンケートを回収しております。そのまま机の上に置いていただいても構いま
せん。 

また Zoom でご参加の⽅は、このあと画⾯が切り替わり、アンケート画⾯が表⽰されますのでご回
答いただければと思います。また、ご質問、個別の⾯談の申し込みにつきましては、本⽇のご説明
資料の最後のページに記載されております電話番号、もしくはメールアドレスにご連絡いただきま
すよう、お願い申し上げます。 

それではこれにて閉会いたします。本⽇はお忙しいところお越しいただき、また、ご視聴いただ
き、誠にありがとうございました。 
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